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研究成果の概要（和文）：住宅価格をヘドニックアプローチで推定する場合，住宅の取引時点，建築後年数および竣工
時点の間には，取引年次 = 建築後年数 + 竣工年次，なる関係が成立するため，これら三つの効果を含む回帰モデルで
は完全な線形関係が生じてしまう。本研究は，住宅価格形成における時間効果，年齢効果および世代効果の計量経済学
的な分離手法の開発を試みた。

研究成果の概要（英文）：There is a relationship that sale year is equal to the sum of house age and built 
year in the estimation of housing price by means of the hedonic approach. The econometric estimation 
becomes difficult, since regression model involved three effect namely Time, age and cohort cause perfect 
linear relation. In this research the econometric method of disentangling time, age and cohort effects is 
developed.

研究分野：応用計量経済学

キーワード： 不動産価格指数　ヘドニックアプローチ　一般化加法モデル

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究は，住宅価格形成における時間効果，
年齢効果および世代効果の分離手法の開発
を試みた。住宅の取引時点，建築後年数およ
び竣工時点の間には，取引年次 = 建築後年
数 + 竣工年次，なる関係が成立するため，
回帰モデルでは完全な線形関係が生じてし
まう。したがって，多重共線性によって三つ
の効果（年齢効果，時間効果および世代効果）
を識別することが不可能になる。 
 従来の手法では三つの効果のうちどれか
一つ（主に世代効果）を落とすことによって
線形関係を崩し，推定を行うことが一般的で
あった。しかしながら，除外された世代効果
が統計的に有意な影響を持つ場合，住宅価格
はバイアスを持つ。そのため，これを回避す
る計量経済学的な手法の開発が必要である。 
  
 
２．研究の目的 
 本研究では，第 1に世代効果を合理的に
除去することができるリピートセールス法
に基づく価格指数計測方法を提案する。 
第 2に一般化加加法モデルを利用してヘドニ
ック住宅価格関数を推定することによって
年齢効果，時間効果および世代効果を識別す
る手法を提案する。 
 
３．研究の方法 
・リピートセールス法 
 住宅が売買される財として市場に登場す
る場合，販売者にとってのオファー価格は
彼の留保価格を凌駕しているという，条件
を想定することは自然である。Gatzlaff 
and Ling (1994) および Gatzlaff and 
Haurin (1998) は，もしも住宅売買の意思
決定が，オファー価格と留保価格の決定に
影響するならば，実際に販売された住宅は
ランダム・サンプリングでない可能性があ
ることを検証している。すなわち，観察さ
れる取引価格はオファー価格と留保価格を
生ぜしめた確率過程に依存していると考え，
Heckman (1979) による 2段階一致推定法 
(Heckit) を適用したセレクション・バイア
スの除去を行っている。 
 RS 法もまた，そのデータ発生過程はヘ
ドニック回帰モデルに依存しているため同
様の問題が生じる。1回目と 2回目の販売
時点において，販売者のオファー価格が留
保価格を上回っている場合においてのみ，
ペアになったデータ・セットとして観察さ
れるため，セレクションされたサンプルを
利用した分析にならざるを得ない。 
 Gatzlaff and Haurin (1997) におけるセ
レクション・バイアスの修正は Bailey et al. 
(1963) で提案された最もシンプルなRS回
帰モデルを基本として，Heckit を適用し
ている。同論文では，セレクション関数と
RS 回帰モデルとの間の共分散が通時的に
一定であると仮定している。しかしながら，

住宅の売り手が直面する経済状況は年々
刻々と変化しているわけであるから，実際
には誤差構造が変化している可能性がある。 
 本研究では，この点を改善してセレクシ
ョン・バイアスを修正した RS 価格指数の
推定方法を提案する。まず第 1に，Gatzlaff 
and Haurin (1997) の最も簡単な拡張とし
て，Case and Shiller (1987, 1989) で想定
された誤差項におけるランダム・ウォーク
を仮定し，取引期間を長期化すればするほ
ど，誤差分散が拡大するケースでのセレク
ションの除去を行う。この場合，Gatzlaff 
and Haurin (1997) のように RS回帰モデ
ルとセレクション関数との間の共分散が通
時的に一定であったとしても，ランダム・
ウォークによって生じる分散不均一を修正
した重み付き RS 回帰モデルにおける逆ミ
ルズ比も修正されなければならない。 
 第 2に，ランダム・ウォークではなく系
列相関および分散不均一を持つ誤差構造の
もとでのセレクションの除去を行う。Case 
and Shiller (1987, 1989) で想定された誤
差項におけるランダム・ウォークに関する
仮定は，誤差の階差をとることによって分
析が容易な定常過程となることを意味して
いる。分析上，このような単純化は他の研
究者による再現性が高く，広く受け入れら
れやすい。ただし，誤差がどのような系列
相関を持つのかを検証することなく価格指
数を計測することは危険である。本研究で
は，Hill, Sirmans and Knight (1999) にお
ける RS 法の分散不均一特定化手法を利用
して，誤差項がランダム・ウォークである
のかどうかを検証するとともにセレクショ
ンの除去を行う。 
 
・ヘドニック法 
 二つの時間に関する効果に加えて，
Coulson and McMillen (2008) は特定の竣
工時点において生じる価格への影響（世代
効果）を考慮したヘドニックモデルを検討
している．しかしながら，同論文でも指摘
されているように，取引時点，建築後年数
および竣工時点の間には，取引年次 = 建
築後年数 + 竣工年次，なる関係が成立す
るため，線形のヘドニック回帰モデルでは
完全な線形関係が生じてしまう．したがっ
て，多重共線性によって三つの効果（時間
効果，年齢効果および世代効果）を識別す
ることが困難になる。 
 人々のライフサイクル仮説を検証した
Deaton and Paxson (1994)や Paxson 
(1996)の実証モデルにおいても，消費者の
観察時点，年齢，および生年に関わる効果
を抽出するために，同様の識別問題に直面
している．また，経済学以外の分野（例え
ば疫学や公衆衛生学）でも三つの効果に関
する研究は数多くなされており，そのよう
な 分 析 モ デ ル は Age−Period−Cohort 
Model として知られている（例えば，嚆矢



は Frost 1939）。 
 Coulson and McMillen (2008) は，デー
タを疑似パネル化した上で，McKenzie 
(2006) で提案されたノンパラメトリック
法による second difference approach を
利用して固定効果としての時間，年齢およ
び世代効果の識別を行っている。ただし，
この手法はそれぞれの固定効果において，
ある一時点だけ一定となる制約をおかない
限り推定をすることができない．実はこの
制約に置き方にはさまざまな組み合わせが
考えられ，その中からどの制約を選ぶべき
か，ということについて分析者の恣意性が
残る．Fu (2008) は McKenzie の second 
difference approach の結果は制約の置き
方によって安定しないことを，モンテカル
ロ実験によって示唆している。 
 本稿は Coulson and McMillen (2008) 
のように制約を置かず，疑似パネルデータ
によるヘドニック回帰式に「一般化加法モ
デル」を適用して，時間，年齢および世代
効果の識別を行った。一般化加法モデルは
独立変数の一部をスムージングしたセミパ
ラメトリック法によって推定される。 
 
４．研究成果 
・リピートセールス法 
 東京都世田谷区のデータによる分析結果
より，セレクション・バイアスを制御した
重み付きの逆ミルズ比の係数推定値は有意
に負であり，相関係数も負になる。このこ
とから，2 回取引された物件の価格には、
住宅市場の母集団に比べて負のバイアスが
生じる可能性がある。 
 さらに，ランダム・ウォークではなく系
列相関および分散不均一を持つ誤差構造の
もとでのセレクションの除去を行った。本
研究では，Hill, Sirmans and Knight 
(1999) におけるRS法の分散不均一特定化
手法を利用して，誤差項がランダム・ウォ
ークであるのかどうかを検証するとともに
セレクションの除去を行った。この場合で
もセレクション・バイアスを制御した場合
のリピート・セールス回帰モデルとセレク
ション関数の相関は有意に負であり，2 回
取引された物件の価格指数は負のバイアス
を持つ可能性があることを示した。 
 ただし，本研究ではデータの制約から 1
度も取引されていない物件を含めることが
できなかった。実際には、そのような物件
は非常に少ないと思われるが、セレクショ
ン関数を 1回目の取引時点についても考慮
して分析する必要がある。このような問題
点は今後の課題である。 
 
・ヘドニック法 
 多くの論文では，世代効果は無視される
ことが多い．しかしながら，竣工年次の古
い物件の多くは，修繕やメンテナンスが十
分に行われている．さもなければ，それは

取り壊されて新築住宅や別の用途に利用さ
れている可能性が高い． 
したがって，データとして利用する取り壊
されていない古い世代の物件ほど修繕や部
分的な改築の影響を反映した価格で取引さ
れている可能性がある．  
 竣工年次に関する固定効果を推定するた
めには，取引年次に関する時間効果および
建築後年数に関する年齢効果との間で生じ
る線型関係を解決しなければならない．本
研究は一般化加法モデルによる解決を提案
した． 
 本論文は疑似パネルデータによるヘドニ
ック回帰式に一般化加法モデルを適用して，
時間効果，年齢効果および世代効果の識別
を行った．一般化加法モデルは独立変数の
一部をスムージングしたセミ・パラメトリ
ック法によって推定される．本研究は，そ
の計算において Wood の MGCV アルゴリ
ズムを利用した． 
 一般化加法モデルの推定において，スム
ージングした世代効果は古い世代ほど高く，
徐々に減少していく傾向を示した．また，
世代効果を除外した価格指数は，そうでな
い価格指数に比べて下方にバイアスをもつ
ことがわかった．また，結合効果を含むモ
デルはそうでないモデルに比べて統計的に
好ましく，古い物件ほど修繕や改築などに
よって価値が高まっている可能性を示して
いる。 
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